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は じ め に
　国の定める四大疾病（糖尿病，脳卒中，がん，
心臓病）に 2011年に精神疾病が追加され，五大疾
病として今後対策がなされることになったことは
記憶に新しい．その理由の 1つとして，精神疾病
患者数の急増が挙げられる．2008年時点になる
が，他の五大疾病で患者数の最も多い糖尿病でも
250万人程度であったのに対し，精神疾病患者数
は 330万人を超え，うつ病患者だけでも 100万人
を超えていた（最も少ない心臓病は 80万人）．人
数の問題だけではなく，その増加速度にも違いが
ある．国の対策もあってか，精神疾病以外の他の
五大疾病は 1999～2008年の 10年間で患者数は減
少もしくは 1割程度の増加にとどまっているのに

対し，精神疾病患者は同時期に 6割以上増加して
いる（200万人が 330万人程度）．では，どのよう
な領域の患者が増えたのであろうか．

Ⅰ．労働者のメンタルヘルス状態について
　労働者の精神疾病を把握するために，2005年に
大阪産業保健推進センターと共同で行ったメンタ
ルヘルス現状調査から興味深い結果が得られた．
従業員数 300名以上の事業所 1,248ヵ所にアン
ケートを配布し，精神疾病病名で休職した労働者
数などを調査したものであるが（有効回答 468事
業所，有効回答率 37.5％），2000年と 2004年を比
較すると精神疾病病名で休職した労働者の総数は
3.5倍に増加しており，特にうつ病・うつ状態の診
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断書で休職した労働者はこの 5年で 4.9倍に増加
していた3）（図 1）．労働者におけるメンタルヘル
ス不調の急増が示唆されたわけである．その背景
に何があるのであろうか．複数の産業保健スタッ
フから意見を聞いたところ，うつ病を中心とした
精神障害の啓発活動が奏功した一面もある（精神
疾病病名での診断書提出に心的抵抗がなくなっ
た）が，最も大きな原因の 1つは情報化社会の到
来であるという．当時より急速に普及した携帯電
話やスマートフォンを具体的な例にとっても，い
つでも連絡がくるので仕事とプライベートの区別
がつきにくくなった，語学と PCに堪能であれば
インターネットで 24時間世界中を相手に仕事が
でき，そのため個人に関する仕事量や責任が増加
し，できる労働者層とそうでない層が二極化し
た，などが生じた．併せて国際化による年功序列
や終身雇用の崩壊などが複合的に関与し，労働者
のメンタルヘルスに悪影響を与えているというこ
とであった．また，労働者である親が仕事に忙殺
される結果，子供は親を介しての社会的通念の獲
得が減少し，学歴中心主義で成長し社会人になっ
てから多様な価値観に直面化し困惑する，ネット
上での遠距離で表面的な人間関係の成立などから
具体的で込み入った問題が発生した時に相談する
相手がいないなどの生活環境の変化も生じてお
り，これらがいわゆる最近増えているうつ病の病

態に一部影響している可能性も示唆された．精神
疾病患者の増加に，労働者におけるうつ病を中心
としたメンタルヘルス不調者の急増が関連してい
たと思われる．
　精神障害による労働災害（労災）申請件数は増
加傾向にあることなどから，行政はメンタルヘル
スに関する様々な手引きや指針を出すなど前向き
な取り組み2）を行うようになった（表 1）．障害者
の雇用対策にも積極的に取り組み，働く障害者の
うち，精神障害者の雇用は 2012年度までの 10年
間で 10倍に増えたという報告もある．2013年度
から障害者雇用率が 1.8％から 2.0％に増え，2018
年 4月から精神障害者の雇用も義務化される方向
にある．メンタルヘルス不調になる労働者が増え
ると同時に，精神障害者の雇用機会や行政的対応
も着実に整備されており，精神疾病をもちながら
就労することはもう特別なことではないといえ
る．それに伴い，職場（人事労務担当者）主導で
メンタルヘルス対策に力を入れる職場も出てきて
いるが，産業現場からの医療への希望・要望と，
我々精神科主治医が実際に診療上対応できること
の「ずれ」に戸惑うことも増えてきた．産業現場
は何を精神科主治医に期待しているのであろう
か．また精神科主治医は何に対応できて何に対応
できないのであろうか．

表 1　労働者の健康に関連する手引きや指針の例

1988年： 健康保持増進措置（THP）を努力義務化
1992年： 快適な作業環境の維持・管理，作業方法の改善
1996年： 健診結果の通知，事後措置の実施
2000年： 事業場における労働者の心の健康づくりのため

の指針
2004年： 心の健康問題により休業した労働者の職場復帰

支援の手引き
2006年： 医師による面接指導の新設（過重労働，うつ病）
2009年： 心の健康問題により休業した労働者の職場復帰

支援の手引き（改訂版）
2011年： 心理的負荷による精神的障害の認定基準につい

て図 1　  大阪府下468事業所におけるメンタルヘルス関連
病名による休職者数（大阪産業保健推進センター
による報告3））
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Ⅱ．産業現場におけるメンタルヘルス不調者 
への基本的対応

　まず職場の人事や労務，産業保健スタッフ（産
業医を含む）など産業現場の立場からメンタルヘ
ルス不調の労働者への基本的対応について述べ
る．メンタルヘルスに限らず労働者が病気になる
と，どのような職務配慮が必要なのか，減少する
労働力をいかに補うのかなどを考える必要が生じ
る．治療や休職が長引き労働生産性に影響が生じ
ることもあるが，対応が不適切で自殺などの事故
が起これば労災として職場が訴訟対象になること
もあり，慎重な対応が求められる．訴訟対象にな
ることを避けるためにも，職場は労働者の健康に
配慮し安全配慮義務を念頭に対応を行う．安全配
慮義務とは，事業者が労働者に負っている労働契
約上の債務で，事業者が労働者に対し，事業遂行
のために設置すべき場所，施設もしくは設備など
の施設管理または労働の管理にあたって，労働者
の生命および健康などを危機から保護するよう配
慮すべき義務（労働契約に附随する自然発生的な
責務）とされている．昔は炭鉱における落盤事故
のように労働と疾病の直接的な因果関係が労災判
断で重視されており，それに対する安全配慮が求
められていた．ところが近年は個人の持病を知り
ながら，それを悪化させるような職務を与えた結
果生じた疾病の悪化部分に対しても労災が適応さ
れ，様々な個人の持病に対しても安全配慮義務が
求められるようになった．例えば，うつ病と知り
ながら過重なストレス（残業など）を加えて結果
自殺が生じれば，労災認定されることがあるので
ある．安全配慮義務違反から労災認定されれば，
賠償金の支払い，風評被害や株価の暴落，優秀な
職員が雇用できない，残された人（家族・友人・
同僚）が発病し休業する，職場や組織の士気が低
下する，管理職や経営者への不信を生じる，など
多くの問題が生じ，場合によっては企業そのもの
の存続にまで影響を与える．一方，労働者を雇用
し賃金を支払うわけであるから，職場は労働者の
健康に配慮しつつも一定の労務を与え成果を得る
こともまた企業の存続に必要となり，これは一種

の危機管理（会社に損失を与えないようにする）
と考えられる．そのため，うつ病などへのメンタ
ルヘルス対策は労働者の健康保持など安全配慮義
務的観点と，企業の危機管理の両面から重要なの
である．
　具体的なメンタルヘルス不調として，職場で最
も多いのはうつ病であることに異論はないであろ
う．うつ病・うつ状態という診断書の中には，従
来いわれてきたうつ病以外に，現代型うつ病，職
場結合型うつ病，ディスチミア親和型うつ病など
と呼ばれ最近増えているタイプのうつ病も含まれ
る．しかし，職場側のメンタルヘルスに対する意
識向上から，これらのうつ病については研修がな
されていることも多い．一方，統合失調症はどう
であろうか．気分障害に比べ，統合失調症の労働
者は多くはない．気分障害に比べ，症状そのもの
が理解しにくいこともあり，産業保健スタッフで
あっても理解は不十分である．他にも，発達障害
やパーソナリティ障害など精神障害の範囲は広
い．これら多様なメンタルヘルス不調は，いまだ
理解も対応方法の検討も職場では不十分である．
そこで，一般的な理解として，職場におけるメン
タルヘルス不調への基本対応は，職場の評価原則
は事例性（普段通り働けないこと）とし，産業保
健スタッフなど必要最低限の人員が疾病性を理解
し，どのように配慮することで安全配慮義務と危
機管理のバランスをとって就労継続に至るのかを
事例性を中心に検討している（症状を完全になく
すことが重要ではなく，症状が存在しても事例性
がなければそれを受容していく）．休職判断につ
いても事例性を中心とした検討となる1）．職場の
考える休業が必要な状態として，他人に迷惑をか
ける行動を認めるなど身体的・精神的症状が重篤
で業務遂行に困難を認める状態，業務への意欲が
みられない状態，服薬遵守など病気の自己管理が
できない状態，などが挙げられる．それを避ける
ための労働者に対する保健指導として，病気を正
しく理解し服薬遵守性を向上するよう指導し，眠
気や過鎮静の少ない薬剤選択などを主治医に相談
させることなどがなされていることが多い．
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　産業現場は個別の疾患についての知識が限られ
ていることから，対応は疾病性を念頭に置くので
はなく，事例性を考慮して対応を行っている．と
はいえ，メンタルヘルス不調が職場でこれまであ
まり取り扱われてこなかったこともあり，組織と
しての対応が定まっていないことも多い．また産
業保健スタッフの知識が不十分であることも多
く，精神症状への実際的対応に苦慮している．そ
のため表 1に示したような，2000年以降に国が示
した「事業場における労働者の心の健康づくりの
ための指針」「心の健康問題により休業した労働者
の職場復帰支援の手引き」などの指針や手引きを
重視して対応していることが多く，これらの指針
や手引きを職場と精神科主治医の共通理解である
前提で連携を望んでくることも多い．しかしなが
ら，精神科主治医にこれら知識がなく問題が生じ
る場合がある．

Ⅲ．精神科主治医のできること，できないこと 
―職場の連携の重要性―

　精神科主治医の側からメンタルヘルス不調の労
働者にできること，できないこと，考慮すべきこ
となどを考えてみる．主治医は疾病性の改善が第
一の目的であることから，労働者の病態を評価
し，投薬治療や本人への精神療法を行うととも
に，必要に応じて職場面談や診断書を通して職場
と連携をとることができる．「完全に治してくれ」
「再発しないことを主治医が保証してくれ」などと
いう職場（上司）もまだ存在し，職場に対する基
本的な疾病教育が必要になることも多い．「あの
上司のもとでは再発するので，異動させるよう指
示してくれ」などという患者に対しては，医療と
しての対応の限界を説明することなども必要にな
る．さて，治療として，就労状況を考慮した投薬
治療や精神療法〔認知行動療法（CBT）など〕が
必要となるが，主治医は診療の場面だけから適切
な治療判断を行えるのであろうか．CBTを例に考
えてみても，職場に関する具体的判断や指導には
課題が多いことに気づかされる．すなわち，本人
から話を聞くことは重要であるが，それがどこま

で事実を反映しているのか，精神状態に影響を受
けていないのかなどが不明である．真の意味での
職場現状は不明，復職条件などの就労規則も不
明，職務配慮の実際や限界も不明な状態で治療を
求められていることも多い．このような状況に対
して，本人の話を信じる，確証のあることのみ扱
う，ということになるが，よりよい治療のために
は職場との継続した連携が重要となることに異論
はないであろう．精神科主治医は様々な専門性
（児童精神医学，物質依存性疾患など）をもち，全
員に産業精神医学への理解があるわけではなく，
また職場面談に十分な時間を割く余裕もない（そ
の経済的保証もない）．CBTなどの治療上も職域
と十分に連携を図ることが望まれることは理解し
ていても，労働者個別の就業規則，職場風土，立
場や権限，仕事量の調整可能範囲，個別の人間関
係などの詳細を常に理解し対応することは困難で
ある．主治医は患者側に立ち疾患の治療が目的と
なるため復職判定などの判断は症状の改善に注目
しているが，産業医は中立であり事例性を通して
予防と早期発見が目的となり様々な判断は業務遂
行能力に注目していることなど，主治医と産業医
には立場の違いがあることの理解が重要である．
精神科主治医と産業医は，患者である労働者の幸
せを健康回復と安全な就労継続というお互い別の
観点から求めているが，診断書の問題など連携が
不可欠な事柄も多く，精神科医は国の様々な指針
や手引きを理解し，お互いの立場を理解して連携
することが望ましい．

お わ り に
　職場の状況は時代とともに大きく変化し，メン
タルヘルスに関する問題が急増している．精神科
主治医は様々な専門性をもつが，専門性に関わら
ずメンタルヘルス不調の労働者の診察を避けて通
ることができなくなっている．職場との連携の中
では，精神科主治医としてできること，できない
こと，考慮すべきことなどを念頭に置くことが必
要である．主治医は患者側に立って疾病性に対応
し，産業現場は安全配慮義務と危機管理のバラン
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スを考えながら事例性を中心に対応する．主治医
が処方や診断書を作成する権限をもつのに対し，
産業医は適切な就労条件を整えるよう労働者や会
社に指示する権限をもつ．精神科主治医が，同じ
医療関係者であっても産業保健スタッフの立場や
判断基準は異なることを理解し，国の手引きや指
針を理解して産業現場と連携することは，メンタ
ルヘルス不調をもつ労働者が健康的に働き続ける
ために重要である．

　なお，本原稿は教育講演の内容に一部修正を加えたもの
であり，本内容に関して開示すべき利益相反はない．
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Department of Neuropsychiatry, Osaka City University Graduate School of Medicine

　　With the rapid changing of the social structure, the possibility and limitations of the prin-
cipal psychiatrist cooperation in the workplace need to be considered. A principal psychiatrist 
treats patients from the viewpoint of“illness”, while the workplace treats patients from the 
viewpoint of“caseness”with a consideration of the balance between the obligation of security 
and risk management. The principal psychiatrist has rights to prescribe or write a medical cer-
tificate；on the other hand, an occupational physician orders workers and the workplace to 
create appropriate working conditions in accordance with the relevant and various laws, guide-
lines, or guidance. The principal psychiatrist can treat“illness”associated with mental health 
disorders in the workplace, but there are limitations for them to intervene in the workplace. It 
is important for principal psychiatrists to first understand that occupational health staff includ-
ing occupational physicians have different standpoints and criteria for judgment, and they 
must cooperate with the workplace by means of national guidelines or guidance, so that work-
ers with mental health disorders can work while maximizing health.
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